
株式会社アグリトライ 

貸 借 対 照 表 

（令和 3 年 6 月 30 日現在） 

（単位：円）   

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

【流動資産】 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

前 払 費 用 

未 収 収 益 

完成工事未収入金 

商 品 

未成工事支出金 

貸 倒 引 当 金 

【固定資産】 

(有形固定資産) 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

減価償却累計額 

建 設 仮 勘 定 

土 地 

 (無形固定資産) 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

(投資その他の資産) 

出 資 金 

保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

リサイクル預託金 

生 保 積 立 金 

関 係 会 社 株 式 

繰 延 税 金 資 産 

【418,259,510】 

144,286,209 

175,677,745 

5,177,309 

202,280 

24,237,381 

4,533,793 

65,343,593 

△1,198,800 

【227,762,816】 

(183,256,582) 

84,095,506 

7,039,050 

218,401,749 

26,835,147 

10,852,101 

△214,229,623 

15,218,855 

35,043,797 

(3,876,660) 

1,447,775 

2,428,885 

(40,629,574) 

180,000 

148,000 

1,497,423 

145,200 

11,767,175 

9,679,070 

17,212,706 

【流動負債】 

電 子 記 録 債 務 

買 掛 金 

未 払 金 

工 事 未 払 金 

預 り 金 

未 払 費 用 

賞 与 引 当 金 

短 期 借 入 金 

未成工事受入金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 

【固定負債】 

資 産 除 去 債 務 

長 期 借 入 金 

役員退職慰労引当金 

【445,045,991】 

118,269,116 

162,442,309 

16,418,854 

44,022,590 

1,544,130 

3,979,967 

13,059,625 

11,004,000 

56,889,000 

8,746,100 

8,670,300 

【44,086,000】 

8,000,000 

23,636,000 

12,450,000 

負債の部合計 489,131,991 

純 資 産 の 部 

【株主資本】 

資 本 金 

 

(利益剰余金) 

利 益 準 備 金 

繰越利益剰余金 

【156,890,335】 

44,000,000 

 

(112,890,335) 

6,239,200 

106,651,135 

純資産の部合計 156,890,335 

資産の部合計 646,022,326 負債及び純資産の部合計 646,022,326 

 

  当期純利益          9,855,465円 



個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・・最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・・建物 

   （リース資産を除く） 平成 10 年 3 月 31 日以前に取得したもの   旧定率法 

              平成 10 年 4 月 1 日から 

              平成 19 年 3 月 31 日までに取得したもの   旧定額法 

              平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの    定額法 

             建物以外 

              平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したもの   旧定率法 

              平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの    定率法 

             なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

              建物及び構築物           １０年～３５年 

工具器具備品             ３年～２０年 

無形固定資産・・・・定額法 

   （リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

   長期前払費用・・・・定額法 

 

３．引当金の計上基準 

貸倒引当金 ・・・・債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により

回収不能見込額を計上しております。 

   賞与引当金・・・・・社員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。 

   役員退職慰労引当金・役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給額を計

上しております。 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

５．税効果会計の適用 

   法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。 

 



貸借対照表に関する注記 

 

１．関係会社に対する金銭債権・債務 

（１）短期金銭債権      181,580,772 円 

（２）短期金銭債務         216,779 円 

 

損益計算書に関する注記 

 

１．関係会社との取引高 

（１）売上高         949,877,332 円 

（２）仕入高          3,847,889 円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１．発行済株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 前 期 末 増  加 減  少 当 期 末 

普通株式 44,000 株 － － 44,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決   議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

１株当た

り配当額 
基 準 日 効力発生日 

令和 2 年 9 月 24 日 

定時株主総会 
普通株式 5,544 千円 126 円 令和 2 年 6 月 30 日 令和 2 年 9 月 25 日 

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの 

  令和 3 年 9 月 21 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。 

配当金の総額 5,148 千円 

１株当たり配当額 117 円 

基準日 令和 3 年 6 月 30 日 

効力発生日 令和 3 年 9 月 22 日 

 

一株当たり情報に関する注記 

 

１．一株当たり純資産        3,565 円 

 

２．一株当たり当期純利益       223 円 


